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おわりに
は　じ　め　に
　すでに，ドイツにおいて1974年以降連邦政府の研究・開発政策として「労働生活の人間化研
究」計画（Programm“Forschung　zur　Humanisieru㎎des　Arbeitslebens”，以下ではHdA計画と
略記する）が大規模に展開され，多くの優れた成果をあげてきたことが世界的に知られている。
1982年以降政権を担ってきたコール政権も，当初一定のHdA計画の「見直し・修正」を行うも
のの，HdA計画そのものの継続は承認してきた。けれども，80年代後半保守党を中心とした
「無制限の市場資本主義」理念の大きな高まりのなかで，さらには連邦議会内での保守勢力を中
心としたHdA計画に対する批判が強まるなかで，コール政権は，1989年夏HdA計画の中止と
それに代わる新しい研究開発計画「労働と技術」（Forschung　und　Entwicklungsprogramm“Arbeit
und　Technik”，以下ではAuT計画と略記する）の開始を決定した。
　こうした連邦政府の研究・開発政策の変更は，これまでの「社会的にコントロールされた福祉
国家主義」理念の下で展開されてきたと思われる「労働の人間化」に関する政策努力の大きな後
退・変質をも意味しているように思われる一方で，同時に1980年代にドイツ産業の国際競争力の
維持・強化を目指して生産システムのフレキシブル化（柔軟化・弾力化・高不確実性適応化）を軸と
したフレキシブル合理化が大規模に展開され，この合理化の下でこれまでのテイラー主義・フォ
ード主義に基づく合理化論理に依拠して編成されてきた大量生産労働が大きく変容してきている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ことが，産業社会学的アプローチに基づく各種の実態調査により確認されてきた。このフレキシ
ブル合理化は，一方でこの間急速に発展してきたMEフレキシブル自動化技術を企業内で大規
（1）すでに私は，このフレキシブル合理化の動向についてとくにドイッの自動車産業を中心として論じ
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模に展開するとともに，他方「集団（チーム）労働（Gruppen［Team］－arbeit）」・「職務統合（Die
Integration　von　Arbeitsaufgaben）」といった作業組織のフレキシブル化を目指す新しい組織合理
化も同時に展開していることを大きな特微としている。この組織合理化において目指されている
作業組織のフレキシブル化は，1970年代に「労働生活の質的改善（The　Quality　of　Working　Life）」
や「労働の人間化（die　Humanisierung　der　Arbeit）」の議論において世界的に大きな関心を集め
議論されてきた「新しい作業組織形態（new　forms　of　work　organization）」の構想と一致するもの
であった。その意味で，市場圧力に基づいて展開されているこうした作業組織の再編成は，これ
までの政策的努力による「新しい作業組織」の普及可能性よりも大きく，その点でこれまで労働
運動により要求されてきた，テイラー主義・フォード主義を克服し，労働条件の一定の「質的」
改善をもたらすチャンスを生み出していることがしぽしば指摘されている。けれども，またこう
したフレキシブル合理化が労働側にとって大きなリスクを伴うこともまた同時に指摘されており，
ドイツの労働運動は現在そのリスクの回避・克服に向け，「労働と技術の社会的形成（die　Soziale
Gestaltung　von　Arbeit　und　Technik）」を目指し活動を展開している。たとえぽ，1980年代の最
大の協約規制目標であった「週35時間労働（die　35－Stunden－Woche）」の実現を勝ち取ったIGメ
タル（die　Industriegewerkschaft　Metall）は，1990年代協約規制による「労働と技術の社会的形
成」ないし「合理化の社会的コントロール」に最大の関心と努力を向けようとしているように思
われる。
　そこで本稿は，まず連邦政府の「労働の人間化」に関する（HdA計画からAuT計画への）政策
的転換を明らかにするとともに，ドイツ自動車産業において大規模に展開されているフレキシブ
ル合理化，とくにここではアダム・オペル社（Adam　Opel　AG）・ボーフム（Bochum）工場の「集
団労働」再組織フ゜ロジェクトを検討し，最後にドイツ労働組合総同盟（Deutscher　Gewerkschafts．
bund一以下ではDGBと略記する）やIGメタルを中心としたドイツの労働運動が，こうしたフレ
キシブル合理化の経営側の攻勢に対していかなる対抗戦略を展開し，「労働の人間化」を実現し
ようとしているのかを検討する。
1　連邦政府の公共政策としての「労働の人間化」の展開
　　　一HdA計画の中止と新しいAuT計画の開始一
　前述したように，ドイツにおいて，これまで「労働の人間化」は，主に連邦政府の公共政策の
なかで押し進められてきた。すなわち，1974年以降89年までの15年間にわたって，連邦研究・技
術省（BMFT）と連邦労働省（BMA）の共同プロジェクトとして毎年1億マルクをこえる大規模
な研究助成資金を投下するなかで，世界的に注目される研究成果をもたらしてきたHdA計画が
　　　　②これである。
　たことがある。拙稿「競争のグローバル化とドイツ自動車産業のフレキシブル合理化」明治大学社会科
　学研究所紀要第30巻第1号，1991年10月を参照されたい（以下では「フレキシブル合理化」と略記す
　る）。
②　拙稿「西ドイツにおけるr行動計画：労働の人間化に関する研究』の展開とドイツ労働組合総同盟
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　このHdA計画の開始を促した当時の背景として，以下の3点が挙げられうると思われる。すな
わち，第1に，1972年に成立した新「経営組織法（Betriebsverfassungsgesetz）」，とくに通称「人
間化条項」と呼ぼれた第90・91条において，「人間に相応しい労働の形成について確i立した労働
科学的認識（die　gesicherten　arbeitswissenschaftlichen　E「kenntnisse　Ube「die　menschenge「echte
Gestaltung　der　Arbeit）」に立脚すべきことが明記されるともに，また過大な負荷の回避・緩和
のための「事後的・修正的」共同決定権を経営評議会（Betriebsrat）に付与していたことから早
急に労働科学的研究の強化をはかる必要が生じたことであり，第2に1960年代に労働組合の協約
政策の中心をなしていた事後的・防衛的・物質的保障を中心とした「合理化保護協定」の限界・欠
陥が技術革新の進展の下で顕在化するなかで，労働組合は「人間に相応しい（menschengerecht）
労働」を「社会的に」　（一方的に使用者が決定するのではなく，労働者・集合的利害代表の利害を反映す
る形で）形成し，労働諸条件を改善する「質的」協約政策重視の方向に政策転換し，このため「労
働生活の改善」要求をその柱としたこと，第3には当時の社会民主党（SPD）主導の連立政権の
「社会的にコソトP一ルされた福祉国家主義」の下での「国民経済の近代化」政策のなかで労働
・生活条件の質の改善が重点政策目標であるとされていたことであった。
　このHdA計画では，「人間に相応しい労働の形成」を目指し，多様な分野が助成対象とされて
いた。当時大きな関心を呼んだ「新しい作業組織」の問題にとどまらず，職業資格，労働手段，
職場，労働環境の「人間に相応しい形成」を目指す非常に広範な研究助成領域が対象にされてい
た。しかも，このHdA計画は，「これまでにもっとも進んだ，国家の研究政策への労働組合の関
与形態」として，ドイツ労働組合総同盟（DGB）らの労働側の強い影響力の下で展開されてきた
。とをも大き塒微として、、£）．さら、．は・のHdA計画のなかで行われ鮒随研究（・・gl…f…
schung）は，ドイツ産業社会学の大規模な一連の実態調査をも可能にし，この分野の発展に大き
　　　　　　④く貢献してきた。
　1982年のコール保守連立政権発足後も，このHdA計画は，83年に情報技術をはじめとする
「新技術」の急速な発展の顧慮と助成研究の効率性、（とくに産業社会学的技術評価研究に対する批判）
や労働組合の強い影響力に対する新政権の疑問を背景としてジ計画の一部見直しと修正を伴いな
がらも継続されてきた。1985年夏の連邦議会では，「連邦政府に対して全会一致で，国家の技術
政策の構成要素としてHdA計画の継続を要請すると同時に，『プログラム内での』実践における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）普及（Umsetzung）に労働組合の参加のr強化』をも要求」しさえしていた。
　（DGB）の戦略一『WSIプロジェクト報告』を中心として」『明大商学論叢』第72巻第1号・1989年8
　月（以下では「行動計画」と略記する）において詳しく検討した。
（3）拙稿「行動計画」，92～94頁参照。
（4）この点，野村正實／ノルベルト・アルトマン編『西ドイツの技術革新と社会変動』第一書林・1987年
　第1章に詳しい。また，これはとりわけキャソパス社（Campus）から出版されている「労働生活の人
　間化」シリーズを見れば確認することもできる。
（5）R．S・h・・id・・，　G・w・・ksch・ftli・h・F・・d・・ungen　an　die　staatli・h・P・1itik・u・H・manisie－
，ung　der　A，b，it，　i。　W．　F，i・k・（Hrsg．），1990・J・h・bu・h，1A・b・it　und・Tech・ik，　Verl・g・J・H・
　W．Dietz　Nachf．1991，　S．174．
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　さて，CDU／CSU・FDP与党議員団（Koalitionsfraktion）は，1980年代に入って一貫して政
府のHdA計画への批判を強めていたが，この保守党を中心としたHdA計画批判は，80年代後
半に入ってさらに大きく高まり，1987年11月には約1億1千万マルクのHdA計画関連政府予算
案の10％削減と残りの10％の支出禁止ならびにrHdA計画の見直し要求」を連邦議会で可決さ
　　　　　　　　（6）せるところとなった。
　この議会における保守・自由与党議員団のHdA計画修正要求決議を受けて，コール政権は，
1989年夏これまでのHdA計画を中止し，新たに「研究・開発プPグラム：労働と技術（AuT計
画）」の開始を決定した。このAuT計画の中心目標とされているものは，「健康を脅かす負荷の
除去と予防による健康保護ならびに労働と技術の人間に相応しい形成」であり，連邦政府の研
究・技術政策，とくに労働保護の分野での社会政策，そして教育政策，とくに職業教育に係わる〔こ
のため新たに連邦教育・科学省（BMBW）が参加し，連邦研究・技術省と連邦労働省の3省の所管
顯とされた〕包括的な形成轍策鋤成対象とさ認A。T緬は，「労働と技術の鞠的形
成により危険な負荷やストレスを回避・除去すること，および働く人々を必要とされる技能の獲
得と職業的・全般的啓発への参加により援助すること」を目指すとともに，同時に企業の国際競
争力強化，経済性・生産性・適応能力の改善や健康破壊に伴う国民経済の社会的コストの削減を
も目指している。その際，「包括的なイノヴェーションと予防による労働と技術の人間に相応し
い形成」を目指して，「技術」，「組織」，「職業資格（Qualifikation）」，「健康」という4つの相互
に関連し紛野にお・・て，以下の研究課題鍾点的励成対象とされてい£）。
　第1に危険な負荷の回避・除去を目指す「健康」の分野では，労働安全性の改善，労働，環境
による危険な負荷の回避，労働による疾病と精神障害に対する有効な方策の作成，新技術・新素
材の事業所内での利用と関連付けられる事故・環境・健康リスクの回避・除去などがあげられる。
第2の「技術」の分野では，新技術についてのチャンスとリスクに関する技術評価，代替的な技
術解決・生産方法の開発とテスト，危険な負荷の除去のための技術的援助の開発，人間に相応し
い労働過程の形成を顧慮した製品開発時点での労働科学的認識の包摂可能性などが重点的研究課
題とされる。第3の「組織」の分野では，被用者の職業資格が支持・促進され，作業内容が拡張
され，処理・行為余地が拡大され，被用者の参加が可能とされるような組織形成を目指して，被
用者の目標と経営側の目標を同時に満たす新しい生産・サービス構想ないし事業所および事業所
を越えた組織モデルの開発などがとくに重点研究課題とされる。第4の「職業資格」の分野では，
これが「労働と技術の形成，事業所の革新力，生産有効性，製品とサービスの質に対する今日の要
件と将来の要件の克服」にとって最重要問題であるが，ここでは中・長期的な人材開発構想の作
（6）　R．Schneider，　Ibid．　S，173．
（7）Der　Bund・・mi・i・t・・fU・F・rsch・・g　und　T・・h・・1・gi・（BMFT），　Der　B・nd，・mi。i，t，，　ftt，
　Arbeit　und　Sozialordnu㎎　（BMA），　Der　Bundesminister　fUr　Bildu㎎　und　Wissenschaft
（BMBW）（H・・g・）・E・rschungs－und　E・twi・klung・pr・9・amm，　A・b、it　und　Tech。ik，1989，
　S・5・（以下ではArbeit　und　Technikと略記する）
（8）　Arbeit　und　Technik，　S．30ff．
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成，労働のなかで学習刺激と職業資格形成の可能性を促進するような労働形成モデルの開発とテ
ストがあげられている。
　この新しいAuT計画は，これまで15年間にわたり継続されてきたrHdA計画を引き継く・もの」
であり，そこでの経験・成果は積極的に利用されるとともに，「重要な局面ではさらに前進させら
れ，新たな内容でもって豊富化される。それは，とりわけ包括的なイノヴェーションと予防の一
　　　　　　　（9）段の強調と係わる」とされる。つまり，HdA計画では労働世界における「技術利用の事後的・
修正的解決」が中心であったのに対して，新しいAuT計画では「労働と技術の予防的・革新的
形成への一層強い方向付け」が強調される。そして包括的「イノヴェーションは，より高水準の
生産とサーヴィスを可能にし，労働世界をより人間的にかつ社会的に適合的に形成し，物的・精
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e⑦神的財産に対する欲求の高度化を充足させるという目標に同じように役立つ」とされる。ここで
は，イノヴェーションこそが「労働の人間化」の実現手段とみなされている。その点では，イノ
ヴェーションに対する一面的な楽観的・ポジティブな評価が目立っている。これまでドイツ経済
は，伝統的な重厚長大型産業構造志向の産業政策によりエレクトPニクスなどの先端産業におい
て日・米に対して大きな後れを取ってきたのであるが，その競争力ギャップを埋める政策的手段
として，新たにイノヴェーションを軸にAuT計画として再編成されたものと解せられる。
　こうしたイノヴェーションの強調は，　「市場の役割」の強調とも結び付いている。これはこの
新しいAuT計画開始の切っ掛けとなった1987年のHdA計画予算案審議過程における保守系議員
の反対論拠にはっきり確認される。すなわち「我々は，労働条件の改善のために……決して税金
を支出してはならない。それは連邦研究・技術省の支出ではありえず，協約当事者が……共同し
　　　　　　　　ωて行わねぽならない。」これは，1980年代にドイツの保守党を中心として顕在化してきた「無制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫限の市場資本主義」の政策・イデオロギーが反映されている。その意味では，AuT計画が「市
場こそが革新的で経済的に支持可能な，そして同時に人間に相応しい労働と技術構想の仲介にと
って高い重要性をもっている」と主張するのも，こうしたドイツにおける「新保守主義」の大き
なうねりを背景にしている。しかし，このことは「労働の人間化」の実現が「市場メカニズム」
という狭陸な範囲に限定されることをも意味している。
　こうした「市場メカニズム」の強調は，具体的には新しいAuT計画の「実践への適用（Umset－
zung）のための研究と実験」の著しい制限に現れている。これまでHdA計画の下で，労働側は
一貫して「実践への適用のための研究と実験」助成措置の拡大を強く要求していた。しかし新し
（g）　Arbeit　und　Technik，　S．3．
⑩　Arbeit　und　Technik，　S．29．
（11）　R・Schneider，　Ibid・S・180・
⑫　この点については，ヴェルナー・ゼンデンベルガー「規制緩和と柔軟性の模索」野村正實／ノルベル
　ト・アルトマソ編，前掲書，第7章に詳しい。また最近のドイツ保守党，とりわけバーデソ・ヴュルテ
　ンブルク州首相のP一ター・シュナイダーを中心とした「新保守主義」的現代化政策への批判的コメソ
　トについては，Hans－Joachim　Schabedoch，　Neo－Coservatism　und　Modernization　Policy　in
　West　Germany，　in　B．　JessQp，　et．　al．（eds．），　The　Politics　o／Flexibility，　Edward　Elgar，
　1991，pp．219－232に詳しい。
　230　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第75巻第2・3・4号（1992年9月）　　　　　　　　（314）
いAuT計画では，これが基本的に「使用者と労働者の代表の自己責任」に委ねられ，「自己責任
において（AuT計画からの新たな研究成果の一引用者）実践への適用活動の内容・形態・課題そし
て規模について決定する」ことが「前提」とされている。確かにAuT計画でも「実践への適用の
ための研究と実験」にも資金助成がなされることが明示されてはいるものの，AuT計画資金総
額の10％以下に制限されており，またその場合にもこの「実践への適用」が「自力では可能では
ないか，余りにリスクが大きい場合のみ」，しかも「最初から期限付き」の助成が，さらには「テ
スト成功後も引き続き継続される」ことが「保証」される場合に，限定されているのであ署。
　またHdA計画の下では技術投入の作用・評価についてはこれまで大規模な産業社会学的実態
調査が行われ，これがドイツにおける社会学の急速な発展に大きく貢献してきたことが知られて
いる。しかしAuT計画では「労働関連的技術一結果評価の枠内で，労働条件に与える新技術投
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ入の作用の研究はr技術』という問題領域のなかで行われる」ことが強調され，産業社会学的
技術結果・評価研究の排除が志向されている。このことは，またAuT計画全体の底流に流れる
「脱政治化（Entpolitisieru㎎）」志向とも深く結び付いている。
　こうした政策変更に加えて，さらに1990年10月の「予想を越えて進展した」「東・西ドイッ統
一」により・AuT計画も，「新連邦州（旧東ドイツ）」地域への研究助成資金の重点的配分という
　　　　　　　　　　　　　お大幅な見直しを余儀なくされたことをも勘案すると，ドイツの1970年代の「社会的にコントロー
ルされた福祉国家主義」の政策理念の下で開始された「労働の人間化」はここに大きく変容する
とともに，「労働の人間化」に対する連邦政府の政策努力も大幅に後退したととらえられるので
ある。
　これに対して，ドイツの労働運動の中心的存在であるドイツ労働組合総同盟（DGB）は，この
AuT計画に対して批判を強め，これまでのHdA計画の理念と政策の延長でのその研究助成の
　　　　　　　　　　　Qの拡充・強化を要求している。DGB本部内に設置されている技術・労働の人間化部門（Abteilu㎎，
Techn・1。gie／HdA）は，何よりもまず新しいAuT計画がこれまでのHdA計画において行われた
経験から出発せねぽならず，またAuT計画が「今後とも労働によるすべての健康危険を体系的
に把握し，危険のない労働手段，労働材料，作業方法，技術そして作業組織上の措置を，労働条
件の鰭とい狛標をも。て，促進することtl・貢献せねぽならない」こと腰求して、、9．さら
に新しいAuT計画が連邦研究・技術省（BMFT）の他の，労働の世界にとって重要な研究・開
発政策全体の助成分野と密接に結び付けられねぽならないことが要求されている。また新しい
a3　R．　Schneider，　Ibid．　S．175f．
0の　R。Schneider，　lbid．　S．179．
⑮DGB－Vorschlage　zur　staatlichen　Forschungsf6rderung　und　Gestaltu㎎von　Arbeit　und
　Technik・Arbeit＆Okologie　Briefe　Nr・14，1991（以下ではDGB，　Vorschlage　von　Arbeit
　und　Technikと略記する），　S。13f．
⑯　DGB，　Bundesvorstand，　Abt．　Technologie／HdA，　Vorschld’ge　und　Forderungen　gur　staat－
　lich　gefb’rderten　Forschung「zur　Humanisierung・des　Arbeitslebens，1989（以下ではDGB，
　HdA－Vorschltigeと略記する），およびR・Schneider，　Ibid・参照。
⑰　DGB，　HdA－Vorschltige，　S．6．
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AuT計画において「連邦政府により計画されている大企業への助成限定や連邦・州官庁上級レベ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱ルのHdAT：計画助成中止をDGBは拒否する。」とくに新しいAuT計画における大企業の差別は，
労働と技術に関する形成上の意思決定がますます技術製造メーカーとソフトの開発業者に移転し
ており，労働側には低い修正チャンスしか，また労働者利害代表には低い影響力チャンスしかな
くなってきている事態と合わせて，「メーカー特有の技術決定論（hersteller－spezifischer　Technik－
determinismus）」の傾向を促進するものと批判している。またDGBは，　AuT計画の「人間化」
成果を事業所内で具体化する普及努力を政府の意図する「市場メカニズム」に委ねることに「断
固反対」し，「実践への適用」問題にAuT計画が一層取り組むべきであると主張している。とい
うのも，DGBが「連邦政府とは対照的に，市場プPtセスが人間に相応しい，社会的・生態学的に
調和のとれた労働・技術構想の実現のための決定的制御メカニズムをなすことを前提にしていな
09｝
い」からに他ならない。またAuT計画の助成資金を1990年以降，9，950万マルクに凍結し，「実
践への適用」の助成資金を10％に限定する連邦政府の政策に反対するとともに，連邦研究計画資金
全体の0．7％以下にすぎないAuT計画の資金では「事業所内の労働と技術の社会的形成による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳実効的・将来的改善は可能ではない」と批判し，AuT計画の資金助成の25％増額を要求している。
II　GM・オペル・ボーフム工場の「集団労働」の展開
　こうして，1970年代ドィッにおいて連邦政府の公共政策を通して政策的に推進されてきた「労働
の人間化」は，HdA計画の中止とAuT計画の新たな展開のなかでここに大きく性格を変えると
ころとなったように思われる。けれども，1980年代以降急速な発展を遂げてきたME技術を中心
とした新しいフレキシブル自動化技術の大規模な企業内的展開は，同時にこの時期自動車・工作
機械といった日本の機械加工組み立てメーカーの圧倒的な国際競争力の強さを前に，多くの経営
老が目指した「日本化」戦略とも結び付いて，大規模な合理化戦略を展開させるところとなった。
この合理化戦略は企業の社会・技術生産システムのフレキシブル化を目指す点で「フレキシブル
合理化戦略」と呼ぶことができる。このフレキシブル合理化戦略において，一方で産業用ロボッ
トやCNC工作機械，　FMSなどの新しい技術の大規模な利用による技術的フレキシピ’リティの
実現と，他方「（生産と保守／生産と品質管理）機能（職務）統合」「集団労働」ないし「QCサーク
ル」といった一連の作業組織の再編成が展開されている。後者の作業組織の再編成は，1970年代
にHdA計画の下で政策的な普及努力が行われたものの，どちらかといえば経営側からの冷淡な
反応を前に実践展開の進んでいなかった「新しい作業組織形態」に他ならない。今日ドイツでは
この「労働者の知能の啓発と全面的な活用」，「労働力展開のフレキシブル化」を目指す新しい労
⑱　DGB，　HdA－Vorsch1age，　S．12．
⑬R．Schneider，　lbid．　S．177f．およびDGB，　HdA－Vorschltige，　S．15．
㈲R．Schneider，　Ibid．　S．181．およびDGB，　Vorschlage　von　Arbeit　und　Technik，　S．13f．
（20　この点については，拙稿「フレキシブル合理化」前掲論文および拙稿「西ドイツにおける1980年代の
　『労働の人間化』の新動向」『明大商学論叢』第72巻第2号，1989年（以下では「労働の人間化の新動
　向」と略記する）に詳しい。
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働投入様式こそがテイラー主義・フォ　一一ド主義の伝統的な生産システムの欠陥を克服し，日本の
国際競争力に追い付き，追い越す新しい合理化論理として急速に注目され，大規模に企業内展開
されてきているようにも思われる。こうした市場メカニズムに基づく「新しい作業組織」の企業
内展開は，1970年代の政策的努力以上にその普及可能性を示している。この点でもっとも注目さ
れるのは，自動車産業である。これまで多くの労働社会学的研究は，とりわけ自動車メーカーに
おける生産システムのフレキシブル化の多くの試みを報告している。しかし，作業組織のフレキ
シブル化については，いずれもパイPット・プロジェクトの域を出ず，部分的な組織変革にとど
まっていた。
　一方多国籍企業ゼネラル・モーターズ（GM）は，1980年代初頭においてトヨタとの合弁事業，
NUMM1・フリーモント工場で大規模な「チーム構想（Teamkonzept）」に基づいた新しい作業組
織実験を試みたのに続いて，欧州でもオーストリア・ウィーン近郊に82年に操業を開始したエン
ジン’トランスミッション製造のアシュペルン（Aspern）工場（従業員数，2500人弱）において，1986
年以降ほぼNUMMI構想に近い「チーム構想」に基づいた工場全体の再組織化が試みられ，経
営側に「大きな経済的成果」をもたらしたことカ・結されてい9。
　このアシュペルン工場の再組織プロジェクトは，当初からドイツ・GM「オペルの主要工場で
の将来の変更に対するパイロット・プPジェクト」の性格を持つものとされていたが，1988年12
月，ドイツ・オペル社のボーフム（Bochum）エ場において最初のパイロット・プロジェクト以降
生齢門全体に「集団労働」構想の甑・拡大努加・続けられてい轡．。の「集団労働」醐織
が注目されるのは，これが他のドイツの自動車メーカーの場合のような工場内の部分的実験にと
どまらず，なるほど現時点では部分的導入にとどまっているものの将来的には労使双方とも工場
全体に「集団労働」を展開しようという「極めて野心的な試み」である点であり，また多国籍企
業のGMの世界的フレキシブル合理化戦略のなかでドイツ的展開の態様を知る上でも重要である
と思われるからである。
　ボーフム工場における「集団労働」は以下のような特徴を持っている。すなわち，
　①8名から15名の集団メンバー，
　②当該チームから1人のグループ・リーダー（Gruppensprecher）ならびにサブ・リーダー（Ste11・
vertreter）の選出，
　③生産的職務と間接的生産職務（品質保証／修理・整備）との部分的統合，
　④週1回の就業時間内の集団討議（テーマの選択および討議への外部参加者の決定は集団自身が決定）
伽　このGMアシェペルン工場の集団労働（「生産チーム」構想）の展開については，拙稿「労働の人間
　化の新動向」に詳しく検討している。17～24頁を参照されたい。
⑬Gruppenarbeit：Der　lange　Marsch　durch　die　Abteilungen，　Schlank　und　rank，　Wirtschafts・
　Woche，　Nr．32，2．8．1991，　S．56．およびH．　Minssen，　J．　Howa1dt，　R．　Kopp，　Gruppen・
　arbeit　in　der　Automobilindustrie－Das　Beispie10pel　Bochum，　WSI　Mitteilungen，　7／1991，
　S．434．
⑫の　H．Minssen，　et．　a1．，　Ibid．　S，436f．
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一コンベア作業領域ではシフト時間外での集団対話可能（これについては残業割増し手当支給），
　⑤「生産計画と品質要件の履行」，「機械・装置の最適利用」，「作業の単純化と軽減および製造
最適化のための連続的改善過程」（集団の改善提案に対しては，その経済的成果に応じて10マノレクから
10万マルクの報酬支払い）が集団の「任務」とされている，
　⑥集団内部の仕事の割当・休憩・長期休暇の取り方に関する自律性，
　⑦作業内容・作業条件・作業組織・作業環境の共同形成（Mitgestaltu㎎），
　⑧週ごとの，個人の選好を顧慮した自律的ジョッブ・ローテーション，
　⑨相互啓発によるOJT・新メンバーのメンバーによる実習教育
　⑩（直接的作業制御・監視機能から社会的・教育的機能／情報・調整・動機付け機能への）職長の役割変
更，がこれである。
　当初機械加工部門を中心とした800名（71グループ）の従業員を対象としていたが，90年末には
ボーフム工場の従業員約2万名の大部分が働く組立て・プレス部門にも集団労働プロジェクトが
開始されている。ただ流れ作業部門での「集団労働」の導入は，流れ作業とタクト拘束への経営
側の「日本モデル」への固執と労働側の脱ベルト・コンベア労働要求との紺立から決着が付けら
れておらず，進んでいないとされる。
　これまでに集団労働プロジェクトに対して経営側は「成功」と評価している。というのも，各
種経済的データがその成果を示しているからに他ならない。つまり，疾病率は1・2ポイソト低
下し，改善提案件数は増加しており，生産性が向上しているからである。また当該労働者のアン
ケート調査によれぽ，当該労働者は「集団労働」を「好意的・積極的に」評価している。とくに
「仕事の面白さ」・共同決定可能性・職業資格・職業的継続訓練可能性の改善・より高い賃金格
付け可能性が高く評価されている。しかし，当該労働者は，集団自身が規制せねぽならない同僚
とのコンフリクトが増加していることや仕事は増えたのに標準時間は変わらないことによる時間
強制・スト・スの増加による心理的・肉体的鯖縞ま。ている・とをも同時に手旨摘してい9。
　こうして，ボーフム工場での集団労働プロジェクトは開始され，継続されているのであるが，
これまでの経験によれぽ「集団労働は，生産部門の労働者の観点から自己の労働条件の改善の真
のチャンスとして，企業側の観点からは生産性改善の真のチャンスとして理解されうるものであ
ったけれども，それは同時に経営評議会と経営側にとって一連の問題を必然的に伴うものであっ
　　　　　　　　　　　　　　た」ことも明らがにされている。
　第1に保守熟練工の生産集団への統合問題である。この経営側の企てに対して，保守熟練工は
自己の地位侵害（資格喪失・賃金減少）・保守部門の人員削減・労働強化の脅威から極めて強行に反
対し，この問題は，「事業所内対決の中心となった」。しかし，これは極めて複雑な問題を含んで
いた。というのも，他のドイツの自動車メーカー同様にボーフム工場でも，生産部門に職業訓練
を終了した大量の若い熟練工（Facharbeiter）が半熟練工的仕事に配置されており，彼らにとって
㈲　H．Minssen，　et．　aL，　Ibid．　S．437f．
㈱　H．M量nssen，　et．　aL，　lbid．　S．438．
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は自己の職業資格に相応しい仕事を歓迎したからである。経営側にとってもこの統合は，保守と
生産のデマケーショソ・ラインを流動化させることにより機械の停止時間を削減し，肥大化した
保守間接部門の合理化をはかる上でも「集団労働の中心的構成要素」であった。しかし，経営評
議会との交渉過程で，経営側は保守熟練工の生産集団への統合を断念し，生産集団は「（ルーチソ
な）小規模な修理と整備を引き受ける」ものとされた。しかし，経営側は，今後保守部門自体を
』「集団労働」として組織しようとしている。
　第2に，集団労働に伴う賃金制度改革である。従来の賃金基本協約（Rahmentarifvertrag）で
は，時間給（Zeit1。hn）（間接部門）と出来高給（Akkordlohn）（直接部門）とが明確に区別され，ま
た42の賃金等級に区分され，「要求関連的に，すなわち主として行使される仕事内容（die　tiber－
wiegend　ausgetibte　Tatigkeit）に応じて賃金等級格付けが行われてきた。」しかし，この賃金制度
は，集団労働において特徴的な，ジョッブ・ローテーションやそのための職業資格形成（die　Qua・
lifizierung）による柔軟な労働力展開には適合的ではない。そこで経営協定（Betriebsvereinba・
rung）による新しい賃金制度，「オペル・プレミアム賃金（Opel－Prtimienlohn）」カミ成立した。この
プレミアム賃金は，協約基本給と協定プレミアム給から構成され，また時間賃金と出来高賃金と
のこれまでの区別は放棄されるとともに，賃金等級は10段階の区分（AからJ－1991年7月以降：A
＝19．　28マルク，J＝30．84マルク）に簡素化された（以前の賃金制度に比べ，平均3％賃金上昇）。この新
しい賃金制度は，「……集団労働において獲得された職業資格の報酬支払いを可能とするもので
あり，したがって金属産業において活用可能な職業資格に応じた賃金格付けへの一歩をなす」も
のと評価されている。けれども経営側にとって，これはまた「統制不能な賃金上昇の不安」をも
たらすものであり，そのため職業資格形成措置は「事業所内フレキシビリティ要求」に制限され
ることになった。そこで集団，経営評議会，経営側の3者の協力に基づく職業資格形成計画が作
成され，職業資格形成は「透明で予測可能に」なると考えられている。
　第3に集団労働導入に伴う問題として，労組サイドからしぽしぼ伝統的事業所利害代表の空洞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化（ロ「意味喪失」）の危険が指摘されている。つまり，生産集団とグループ・リーダーが「当該集
団利害代表（Miniinteressenvertretung）」として経営側と職場の問題を直接交渉し，その結果伝統
的な事業所内利害代表の存続や労働者利害貫徹能力を脅かす恐れがこれである。しかし，また経
営評議会は，これまでの集団労働導入交渉プロセスで大きな役割を果たし，影響力を行使してき
たことも事実である。経営評議会は，　「集団労働」を一面的な負荷や単調感を減らし，労働者の
職業能力を高めるポスト・テイラー主義の作業組織として一貫して支持し，すでに84年には集団
労働の導入を要求しさえしていた（その時点では「経営側により拒否」された）が，経営側の「日本的
モデル」を念頭においた「一面的な，企業家目標志向的rチーム構想』」に対しては，とくに
㈲　H．Minssen，　et．　a1．，　Ibid．　S．438．
圏　Gruppenarbeit，　Wirtschaアts　Wo‘he，　Ibid．　S．59．
鋤H．Minssen，　et．　aL，　lbid．　S．439．
（鋤　H．Minssen，　et．　al，，1bid．　S，439f。
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NUMMIの経験を踏まえて，作業能率を高める圧力，（「・・イ・スピード哲学］，「一流選手のみから
成る（olympiareif）チーム」），保守部門の人員削減，伝統的な共同決定可能性の解体（グループ・
リーダーと集合的利害代表との二極化），従業員間の分断化の危険性を認識し，このため事業所内に
自己の「集団労働委員会」を組織し，集団労働プPジェクトの成果を慎重に検討し，こうしたマ
イナスの作用を除去すべき具体的な問題解決構想・代替案を提起しながら，経営協定の締結を通
して段階的な「集団労働」の導入を試みている。ここには単に経営側の組織合理化攻勢に防衛的
に対応するのではなく，より積極的に「労働の社会的形成」に向け「形成余地」を利用して労働
者利害に基づく対抗構想を提示し，具体化するとともに，経営側の当初の性急な事業所内での集
団労働の導入・展開を抑制・制御しながら，その危険を極少化しようとしている点で事業所利害
代表の影響力の強さと新しい役割を認めることができるのである。
III　DGBの「労働の人間化」戦略
一労働と技術の社会的。生態的形成一
　こうして，ドイツにおいて生産システムのフレキシブル化を軸とした合理化が1980年代以降大
規模に展開されているのであるが，こうした合理化攻勢に対してドイツの労働運動はどのように
対応しようとしているのであろうか。まず本節では，DGBのr労働と技術の形成に関する労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳組合の政策（Gewerkschaftliche　Politik　zur　Gestaltung　von　Arbeit　und　Technik）』を手掛かりに
ドイツの労働運動が「労働の人間化」において何を目指しているのかを検討しよう。
　すでに1984年にIGメタルは，　r行動計画：労働と技術一人間らしく（Action　Program：Work
and　Technologie“People　must　stay”）』を発表し，労働と技術の「社会的」形成が労働組合活動
の重点分野であり，こうした分野での労組の影響力・規制力の強化を通して「合理化の社会的コ
ントロール」を目指そうとしていた。
　DGBは，1990年12月連邦本部執行役員会（Bundesvorstand）でr労働と技術の形成に関する
労働組合の政策』（以下ではr形成政策』と略記）を決議した。この政策決議は，近年の急速な新し
い技術（neue　Techniken）の開発と利用，およびそれに伴う新しい合理化戦略の展開を背景に，
こうした近年の新しい動きに対するDGBの基本方針を明確にしたものである。　r形成政策』は，
まずマイクロ・エレクトロニクス（Mikroelektr・nik）や情報・通信技術，バイオ・遺伝子技術
（Bi。technologie　und　Gentechnik），新素材およびレーザー技術を総称して「新しい技術」と呼び，
こうした新しい技術の急速な発展のなかで製品イノヴェーション（新製品）と工程イノヴェーシ
（30　DGB，　Bundesvorstand，　Gewerkschaftliche　Politik　zur　Gestaltung　von　Arbeit　und　Technik－
　Ziel，　Aufgaben　und　MaBnahmen，　Arbeitsprogramm，　Beschlossen　vom　Bundesvorstand　am
　O4．12・1990（以下ではDGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltun9と略記する）。
働　この行動計画は1986年IGメタル定期総会において第10号議案「労働と技術変化」として採択され
　た。このIGメタルの「行動計画：労働と技術」については拙稿「フレキシブル合理化」103頁を参照
　されたい。
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ヨン（フレキシブル生産自動化）の新たな統合が生まれていると見傲している。問題はこの新しい技
術の開発と利用に伴い，これまで支配的であった「個別機能関連的ないし個別領域志向的な合理
化戦略」から「新しいシステム合理化（neue　systemische　Rationalisierung）戦略」への合理化戦
略の転換が確認されることであり，これが事業所内の人間労働を大きく変えつつあることである。
『形成政策』では，このシステム合理化戦略は，以下の3つのメルクマールをもつと考えられて
いる。
　第1に新しい合理化戦略は，個別的生産・管理（Verwaltu㎎）過程の能率向上や個別装置の操
業度の上昇を目指すというよりも，事業所内諸経過（Ablaufe）全体の再組織と調整の改善に向け
られている。第2に事業所外の供給・加工・輸送・在庫過程も情報・通信技術に基づき事業所内
諸経過と結び付けられ，こうして事業所内・事業所間の分業・供給関係の再編成が押し進められ
ている。そして第3にこの合理化戦略は，生産・管理経過のフレキシブル化と一層の経済性の同
時実現を目指し，これまでの人間労働力が有するフレキシブル能力をコンピュータ制御とデータ
技術的ネットワーク化に代替させつつある。
　けれどもこうした企業側の激しいシステム合理化攻勢を前に，DGBは傘下の労働組合に対し
て事後的・防衛的・物質保証的な対応ではなく，労働者・その利害代表と連帯してより積極的に
自己の影響力・規制力をこうした経営合理化に行使するなかで，労働者の利害を反映した労働と
技術の代替的な形成を目指すことを求めている。r形成政策』における中心的理念は，「労働と技
術の社会的・生態学的要件を顧慮した形成（eine　sozialen　undδkologischen　Erfordernisse．n　Rech・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲nung　tragende　Gestaltung　von　Arbeit　und　Technik）」である。『形成政策』によれば，新しい技
術は「労働と技術の社会的・生態学的要件を顧慮した形成」の可能性を拡大させているのである
が，この形成可能性が現実の経営合理化のなかでは実現されてはいないことを強調するとともに，
ここに労働組合の影響力の行使を通してこの可能性を事業所内で実現させることこそが労働組合
の任務であると主張している。その際，何よりも企業家的合理化措置のなかで目立っている「労働
条件一それとともにまた生活条件の両極化と分裂（この場合新技術と新しい労働構想のチャソスはわ
ずかな人のみに開かれている），したがってまた事業所内労働市場の堅固な隔壁と社会的分断化を阻
止する」ことに最大の関心と努力が向けられるべきであるとしている。　『形成政策』によれぽ，
新しい技術の導入と利用は，確かに企業側に労働・生産過程の新しい合理化戦略の展開を可能に
しているが，同時に労働組合の適切な影響力行使を通してこの合理化戦略を労働組合の形成要求
に応じて作り直すことに成功するならぽ，短いサイクル・タイムの，反復的・単調な作業遂行と
一面的な負荷，そして高い作業速度を特徴とした伝統的なテイラー主義的作業組織形態を克服し，
　「熟練工的，分業の程度の低い，過大な負荷のない職務様式」，すなわち「質的」労働条件の改
㈹　DGB，　Gewbrkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．13f，
図DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltu㎎，　S．　L　u：S．3．
（3S　DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．4．
（36）DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltu㎎，　S．8．
（321） ドイツにおける「労働の人間化」の展開と労働組合の戦略
　　図一1人間に相応しい労働一技術形成の基礎
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組織概念
一全体的労働内容
一変化に富む労働内容
一行為可能性
“社会的接触（意思の疎通）
一学習可能性
技術概念
一真の分権化
一技術利用の枠組み条件
　（例えば，ネヅトワーク化の限定・デ
　　ータ削減）
一ソフトウェア人間工学
合理化保護
健康保護 職業資格形成
繍間報酬支払・齡¥率・鰍制 労働者データ保護
　　　　　　　　　　　　　　　共同決定／参加
出所：DGB，　Bundesvorstand，　Gewerkschaftliche　Politik　zur　Gestaltung　von　Arbeit　und
Technik，1990．12．　S．10．
善を可能にするチャンスをも拡げている。つまり，新しい技術のもつ「社会的」形成可能性の拡
大を労働組合の影響力の行使の下で徹底して利用し，人間に相応しいまた生態系の要件とも調和
した労働の形成が目指されている。
　この「労働と技術の社会的・生態学的形成」構想の要素とされるものは，
　①人間に相応しい，熟練工資格を要する労働構造（menschengerechte　und　qualifizierte　Arbeits．
struktur）の創出，
　②職業能力高度化のための体系的政策，
　③連帯的人材投入（solidarischer　Personaleinsatz）政策，
　④情報提供に基づく自己決定（informationelle　Selbstbestimmung），
　⑤技術製品，生産方法という工業生産の全サイクルの社会的・生態学的評価，
　⑥労働と技術の形成にあたっての労働者およびその利害代表の共同決定と参加（Mitbestim・
mung　und　Beteiligung）の拡充である（図1も参照）。
　第1の人間に相応しい熟練工資格を要する労働溝造の創出では，何よりも労働内容の拡大と充
実が要求されるとともに，新しい技術の導入に伴う職業資格要件の高度化と作業職務の統合可能
性が追求されるべきとしている。そのため作業組織は，（一人の労働者が「処理的・労働準備的・執
行的・統制的労働」を行う）熟練工資格を要する複合労働（Mischarbeit）か，（ある作業領域内ですべ
ての労働者が集団内のさまざまな仕事を行いうるような同質的で高度の職業資楕と自由なジョッブ・ローテ
ー・ V。ンを特徴とする）集団労働として組織されることが要求される。とくに後者の集団労働は，
伝統的なテイラー主義的作業組織を克服して，職業能力の啓発を包括的に促進し，職業資格形成
可能性のチャソスを拡げ，一面的な負荷を削減し，健康破壊を予防するのに役立つものと評価さ
㈱DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltu㎎，　S．9．
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れる。その際「連帯的（Solidarisch）」集団労働の基準として，
　①熟練工的，変化に富む労働を可能とさせるさまざまな部分職務の統合，
　②規則的・連帯的なジョッブ・ローテーション，
　③より高い価値の労働内容と資格要件への報酬支払い，
　④短期養成工の包摂，
　⑤包括的な，将来を見越した職業資格形成，
　⑥時間的ゆとりと十分な人員配置
（322）
が挙げられている。さらに「集団労働の実現にあたっては事業所利害代表の共同決定が保証され
ていなければならない。集団規模，集団要員配置，職務の手当て，職業資格構造，賃金格付け，
報酬支払い方法，能率要求（Leistungsabforderu㎎）および参加と継続訓練の時間といった問題が
規制の対象とされねぽならない。」
　こうした労働内容の水平的・垂直的拡大は，　「労働者に必要な職業的，工程特有の社会的職業
資格を取得させるための可能性が開かれていることが前提」となる。そこで第2の職業能力高度
化のための体系的政策が労働と技術の形成の要素と考えられている。その際，『形成政策』はと
くに「これまで半熟練工的，あるいは低い職業資格しか要求されない仕事を行ってきた被用者集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鮒団，とくに婦人のための職業能力高度化政策が極めて重要である」としている。この職業能力高
度化のための体系的政策は，多くの被用者のキャリア・ディベロップメントへの関心の高まりの
なかで，就業生活における熟練工資格形成からの排除を克服し，個々の作業領域間および被用
者集団問の事業所内・社会的分断に立ち向かうことを目指しているぼかりか，事業所間の移動性
（Mobilitat）と職業的フレキシビリティを改善するものと主張される。
　さらに第3の連帯的人材投入政策は，被用者全体の職業的・人間的啓発を実現することが目指
されている。（とくに婦人の）差別の体系的除去と自由なジョッブ・ローテーションの可能性の創
出，人間的で・職業資格を要する，個性を伸ばす・健康に適した労働を目指y・継続・能力開発
訓練（Fort－und　Weiterbildu㎎）可能性，キャリア形成および労働条件に関する個々の被用者集団
の不利益が排除・克服されねぽならないとしている。
　第4の情報提供に基づく自己決定では，操業データ検出システム　（Systemen　zur　Erfassung
von　Betriebsdaten）の利用とその人事関連的データとの結合による労働者のコントロールと監視
の回避を前提としているとして，そのため記録されるデータの限定と確定，その結合可能性，使
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　韓⑪用目的に関する協定が必要であるとしている。
　第5の技術，製品，生産方法という工業生産の全サイクルの社会的・生態学的評価では，事業
所内の技術投入およびその労働者の労働条件への作用をこえて，同時に将来関連的職場の保障と
自然環境保護のためにも原材料調達から生産と利鳳さらに最終的な廃棄物処理に至る全サイク
㈱　DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．　23．
働　DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．9．
㈲　DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．10．
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ルの製品評価が重要と見傲されている。その際，労働者およびその利害代表の共同決定の枠内で
の社会的・生態学的製品形成は，生産の社会的効用を高めるものとされている。
　最後に，労働と技術の形成にあたっての労働者およびその利害代表の共同決定と参加では，近
年の労働者参加（QCサークルや小集団構想）の拡大の動きの企業側の真の狙いが，企業目標にそっ
て労働者の行動を方向付け・制御する「新しい管理・社会技法（neue　FUhru㎎s－und　Sozialtech．
niken）」であり，労働者の経験・知識の全面的な活用により生産システムのフレキシブル化を目
指すものであると主張される。しかしこうした労働者参加の拡充の対象集団とされるのは，合理
化・再構造化施策のなかで企業が信頼しうる労働者集団，とくに生産熟練工，保守・整備の専門
家，準技術員とエンジニア，電子データ処理（EDV）専門家に限定されているとし，労働組合はこ
の労働者集団をこえて労働者参加を拡大すべきであるとしている。その際，「経営協定」による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ統一的で規範的に保障された規制が必要とされる。
　これと関連して，　r形成政策』は，これまでの共同決定および関与（Mitwirkung）の法律上の
限界が明らかになってきていることを強調する。というのも，これまで個々の職場への新技術の
導入と利用が直接被影響者に対して負の結果に導くことを証明しうる場合に初めて事業所利害代
表の共同決定権は効力を発揮するが・負の結果作用は，個々の職場での新技術の導入と利用に時
間的゜空間的に拘束されないからである。また経営側の「遅すぎる」ないし「不十分な」情報と
関連して・技術導入の計画・準備という戦略的局面では事業所利害代表の影響力行使がほとんど
困難であることも大きな問題として認識されている。そのため，労働者およびその利害代表のプ
ロセス志向参加による技術・労働のシステム開発と形成［「参加的システム開発・形成」（parti・
zipative　Systementwicklu㎎und－gestaltung）］の必要性が提起される。ここでは労働と技術の形
成への労働者およびその利害代表の「労使同権的」参加は，新技術の研究・開発・テスト・利用
　　　　　　　　　　　働フ゜ロセス全体に向けられる。
　以上の「労働と技術の社会的・生態学的形成」という要求を実現する上でDGBには，その技
術政策のなかで被用者・その利害代表および労働組合の事業所内形成行動のための枠組み条件の
改善という課題が割当てられる。そのために必要なことは，
　1）新しい技術の開発・利用・形成およびこの過程に影響を及ぼす社会的な，技術・経済的枠
　　　組み条件に関する情報・認識状態を改善すること，
　2）事業所の合理化過程と形成努力についての経験の事業所間・事業所を越えた交流，
　3）形成目標と構想の開発およびその具体的適用にあたって大規模で包括的な調整の実施，
　4）あらゆるレベルでのDGBの下部組織や委員会の行為可能性の利用と一層の発展，
　5）労働志向的科学と研究の活性化と利用，
　6）全国レベル・欧州レベルで労働老の社会的・生態学的利害に対応しうる研究・技術政策に
（40　DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．15．
幽DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltu㎎，　S．16f．
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対する影響力行使施策の強化である。
　とりわけDGBは，　「社会的・生態学的形成解決」の効果的な実現のために，労働組合利害代
表の行為能力の改善と労働と技術の形成分野でのその能力強化を重視している。というのも，企
業側の合理化戦略と技術利用に対抗して，「社会的・生態学的要件を顧慮した形成代替案」を労
働側がいかに構想できるかが決定的に重要と見倣されているからに他ならない。そこでDGBと
傘下組合は，労働と技術の分野での情宣活動（lnformations－und　6ffentlichkeitsarbeit）を強化す
る必要があるとして，そのためにDGBは新たにr技術報告書（Techn。10giebericht）』を定期的に
刊行するとしている。
IV　IGメタルの「労働の人間化」戦略
　　一2000年に向けての協約改革一
　現在ドイツにおいて，新しい技術の急速な開発と利用，さらにはフレキシビリティを軸とした
大規模な合理化攻勢が展開されているなかで，事業所内の人間労働の根本的な質的・量的な変容
が注目されている。こうした労働と技術の根本的変容過程において，前節で検討したPGBの『形
成政策』では，「労働と技術の社会的・生態学的形成」を中心理念として，労働者の利害を反映
した労働と技術の代替的形成が目指されていた。しかしこのr形成政策』では，確かに労働組合
の規制力・影響力行使という一般論について指摘されているものの，この理念を具体的に労働組
合活動のなかでどのようにして実現しようとしているのかについての指摘は，労働組合上部団体
としてのDGBの組織上の性格もあって不十分である。この点，　IGメタルのr2000年に向けての
協約改革（Tarifreform　2000）一将来の工業労働に対する形成枠組み：重要な協約政策上の行為
分野に対する討議提案（以下ではr協約改革』と略記する）』は，明確に包括的な行為分野における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協約規制による労働者利害の実現・貫徹が提起されている点で注目されねぽならない。つまり，
労働協約の適用範囲を拡充することにより，これまでの「経営権体制」の下で規制の対象外にお
かれていた労働力の利用条件に踏み込んで規制することにより労働関係における保護機能を拡大
しようとするIGメタルの戦略が明確に提示されているのである。
　このr協約改革』は，1989年に開催されたIGメタルの第16回定期総会（der　16．　ordentliche
Gewerkschaftstag）の協約政策に関わる第12号決議案とその動議に基づいて，組合内部の議論を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にタ活性化するために，1991年IGメタル本部により作成された討議資料である。　IGメタルは，これ
まで1980年代の協約政策の戦略的目標を「週35時間労働」に求め，その実現に全力を挙げてきた
のであるが，「週35時間労働」を実現した今日，強まる経営合理化攻勢のなかで90年代の協約政
（4③　DGB，　Gewerkschaftspolitik　zur　Gestaltung，　S．11f．
㈹DGB，　Gewerkschaftspo1itik　zur　Gestaltu㎎，　S．31f．
㈲　Vorstand　der　IG　Metall（hrsg．），　Tarifreform　2000，　Ein　Gestaltungsrahmen　fUr　die　In・
　dustriearbeit　der　Zukunft，　Diskussionsvorschlage　fUr　wichtige　tarifpolitische　Handlungs・
　felder，1991（以下では，　IG　Metall，　Tarif－reformと略記する）。
㈱　IG　Meta11，　Tarifreform，　S．5f．
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策の戦略的目標を新たに構築しようとしたものと解せられる。つまり，『協約改革』は「週35時
間労働についての我々のキャソペーンは，働く人々に，より多くの自由時間によって，より多く
の自由行動の余地を生み出すという目標を追求してきた。今や我々は，日常の仕事のなかで働く
人々に対してより多くの民主主義と自己決定（Selbstbestimmu㎎）を生み出すために1労働時間中
の自由行動余地の拡大に取り組む」として，協約政策の新しい課題を「熟練工資格の要する，人間
的な，社会的なそして民主的な工業労働のための新たな協約的概括規制（neue　tarifliche　Rah・
menregelu㎎ftir　qualifizierte，　humane，　soziale　und　demokratische　Industriearbeit）J　Vこ求めるの
　　　である。
　さて『協約改革』の出発点は，経営合理化のなかでこれまでの「概括的・基本労働協約（Man・
tel－und　Rahmentarifvertrage）」では，現代の労働世界の根本的変化が集合的に規制されえなくな
っており，労働組合・集合的利害代表の介入・規制力を高めるためには労働協約の改革を必要と
しているという事態である。コソピュータ化と自動化の一層の進展，国際的にネット・ワーク化
された，事業所を越えた生産計画・制御システム（Produktionsplanungs－und　Steuerungssyteme）・
さらには労働投入の柔軟性と集団労働などの「新しい作業組織」といった技術と作業組織の大き
な変化が労働の世界で大規模に展開されている。確かにこうした変化は，経営近代化・合理化の
展開過程で生み出されたものであるが，労働者に対するチャンスをも提供している。たとえぽ，
「新しい作業組織」は，「搾取的自己規制」（ausbeuterische　Selbstregulieru㎎）」の新たな危険を
含むものの，「より多くの自己決定と民主的労働政策へのチャンス」を生み出すし，「労働者の職
業資格へのより高い要件は，今後二極分化を強化する可能性はあるものの，すべての労働者の職
業資格水準を高めるためにも利用されうる」。　しかし，こうした生産過程における新しい技術と
作業組織のチャンスを利用し拡げるためには，労働組合の協約政策の枠内での拘束力ある協約規
制の貫徹が必要である。
　『協約改革』によれぽ，新たに生じている労働と技術の可能性は，
　1）被用者の職業能力を高め，かつ職業資格を要する労働を可能とするために（とくに婦人にも
また），
　2）労働条件を人間化し，当該労働者の関与・形成可能性を改善するために，
　3）意思決定構造を民主化するために，利用されなけれぽならない。
　また，労働協約の分野で，以下の領域が新たに協約規制の対象とされねばならない。つまり，
　1）被用者に対する新たな格付け規制と職業資格要求（neue　Eingruppierungsregelungen　und
Qualifizierungsansprtiche），
　2）時間給・俸給・出来高給・プレミアム給に代わるないし補完する新たな報酬原則，とくに
時間給と俸給分野で能率圧力を制限するための影響力可能性の改善，
　3）労働生態学と健康保護ないし労働と技術の形成，
㈱　IG　Metall，　Tarifreform，　S，5．　u．　S．9．
幽　IG　Metal1，　Tarifreform，　S．8．
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図一2　1990年代の重要な協約政策上の行為分野
賃金格付け
と報酬区分
報酬支払い原則
　と能率条件
日常の労働における
　　民主三L義
人間に相応しい
労働・技術形成
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出所：Vorstand　der　IG　Metall（Hg．），　Tarifreform　2000－・Ein　Gestaltungsrahmen
　　ftir　die　Industriearbeit　der　Zukunft，　1991，　S．14．
　4）経営評議会の参加・共同決定権を補完する，労働経過・労働内容形成における個々の労働
　　　　　　　　　　　　　　　　者の民主的参加可能性，以上である。
　ところで，具体的に『協約改革』構想の目指すものは，
　1）新たな協約規制に基づき，労働者の職業能力を高め，それに対応した賃金格付けを可能に
すること。それには，労働時間の一部としての継続訓練（Weiterbildu㎎）の権利，これに対応した
より拡大された仕事領域への雇用要求を含む。また労働者と職員に対する共通の労働協約の枠内
で比肩しうる職業資格については同一の格付けと同一の支払いを可能ならしめ，より高い格付け
と昇進チャンスを改善し，格下げを阻止すること。
　2）人間的な労働・能率条件を実現すること。これは，協約規制に基づき能率圧力とストレス
が阻止され，十分な要員配置と回復時間（Erholzeiten），過大ではないノルマと社会的休憩（soziale
Pausen）が貫徹されうるような，新たな能率政策（Leistu㎎spolitik）を要求する。
　3）　事業所内の積極的な健康保護と予防的環境保護を実践すること。ここでは，たとえぽ当該
労働者に対する苦情申し立て権と参加権（Reklamations－und　Beteiligungsrecht）が生み出されねば
ならず，挙証責任は労働者に有利になるように変えられねばならない。
　4）　日常の仕事でより多くの民主主義を実現すること。企業側の小集団活動を中心とした参加
戦略は「一定程度労働者に受け入れられ」ており，この参加戦略に対する「徹底的な拒否」には意
味がない。個々の労働者の民主的参加権の協定を通して，「職場の共同決定（Mitbestimmu㎎am
Arbeitsplatz）」を拡大することは，経営評議会の共同決定権を空洞化させるというよりも，その
補完的役割を果たす，以上である。
　こうして，IGメタルは，これまで協約規制が及ぼなかったか，不十分であった領域において
労働協約による規制の対象領域にすることにより，包括的な協約規制を目指している。これは，
＠9）IG　Metal1，　Tarifreform，　S．8．
60）IG　Metal1，　Tarifreform，　S．9．　u．　S，63．
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『協約改革』では，図2に示されるように，相互に関連した5つの行為分野からなるが，ここで
は「人間と環境に適合的な労働と技術の形成」の分野を中心として検討したい。
　『協約改革』によれば，今日の労働協約では労働と技術の形成ならびに人間に相応しい労働形
成のすべての領域は規制されていないか，ほとんど規制されていないと評価されている。技術と
作業組織の形成は，若干の協約地域で最低1．5分の最低作業内容を協約に盛り込むことに成功し
たケースを除けぽ，「企業家の無制限の経営権（das　uneingeschrankte　Direkti・nsrecht　der　Unter・
　　　　　　　　　　　　　　nehmer）」の下におかれている。1990年の協約改定交渉でも一部で「人間に相応しい労働形成」
のための目標表象を労働協約の中に根付かせ，個々の労働者ないし経営評議会に苦情申し立て権
を認めることに成功したけれども，そこでも強制力を伴う（つまり紛争ヶ一スでは調停機関が決定を
下す）経営評議会の提案・共同決定権は実現されていない。
　そこで，労働形成への最低要件を労働協約に根付かせることにより，労働と技術の形成に関し
て拘束力ある確定を行い，これまで企業家が自己の「私的事項（Privatsache）」と見倣してきた投
資・技術・作業組織に関する「経営権」を制限することが目指されている。
　『協約改革』によれぽ，労働と技術の形成に関する協約規制について，その形成目標として，
　　　　　　　　　　　　以下の点が提起されている。
　1）　いずれの労働者も人間に相応しい技術と労働の形成を要求する権利を持っている。人間の
尊厳に対する権利，肉体的に傷つけられない権利および環境との調和が，労働と技術の形成基準
である。
　2）　職場，労働環境，使用原材料，生産方法，作業経過，作業内容と作業組織は労働条件に属
する。
　3）　労働条件は，65歳までの労働生活期間に肉体的・精神的・心的健康障害を受けることなく
労働が続けられるように形成されねばならない。
　4）労働条件は，労働者が過大要求も過小要求もされることのないように，そして彼らの職業
資格が生かされるように，しかも能力啓発されるように形成されなければならない。
　5）技術は，ここに挙げられた目標が実現できるように，選択され，形成されねぽならない。
　6）作業組織と労働は，労働者が社会的に孤立することのないように，仕事のなかで相互に社
会的接触が可能となるように形成されねぽならない。
　7）　情報に基づく自己決定権を保証するためには，コンピュータによる個人関連的・個人関連
付け可能なデータの検出，加工，貯蔵，転送は厳格に制限されなけれぽならない。個々の労働者
は，蓄積されたデータについて情報権を有し，誤謬の，具体的でないデータは抹消されなければ
ならない。コンピュータに支えられた情報システムの導入において，「経営協定」を通して，許
容データ，データ評価，データ処理権限，他のシステムとの接続が最低限規制の対象とされねば
ならない。
㈱　IG　Metall，　Tarifreform，　S。53，
｛52）IG　Metall，　Tarifreform，　S．55．
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　また，r協約改革』は，この形成目標を実現するために，「経営協定」による以下の最低要件が
遵守されなけれぽならないとしている。つまり，
　1）すべての原材料と化学処理（Zubereitu㎎）は，（健康と環境を脅かす）危険とその保護施策に
関して使用者によりテストされ，経営評議会の申し立てによりその分析結果は提示されなければ
ならない。危険性の低い原材料や化学処理が入手可能ならぽ，危険物質の扱いは許されない。
　2）騒音，空調，不十分な照明，埃，汚れ，湿気，振動，放射線といった作業環境からの負荷
は回避されねぽならないか，ガイドラインの限界値を越えないように緩和されねぽならない。こ
れが，例外的ヶ一スにおいて，しかも技術的理由から可能でないならぽ，使用者と経営評議会の
間で，たとえぽ追加的回復期間，負荷時間の制限といった負荷相殺のための施策が協定されねぽ
ならない。
　3）職場の形成は，負荷最適化原則と一面的負荷の回避に基づいて行われねばならない。たと
えぽ，一面的な筋肉的負荷の回避のため，起重補助装置が投入されねばならないし，積み荷の上
げ下ろし，運搬は婦人10㎏，男子20㎏に制限されねばならない。
　4）　職業資格施策と結び付いた職務拡大と職務充実に基づき，労働者に実施的9計画的・処理
的・統制的要素を含む，変化に富む全体的な作業内容が委ねられるように，作業組織は編成され
ねばならない。このために，たとえぽ，a）サイクル・タイムは通常5分になるべきであり，1．
5分を切ってはならない，b）流れ作業ではバッファ在庫により時間強制は回避されねぽならな
い，c）手作業ないし部分自動化された職場では作業内容は，個々の労働者や労働者集団がひと
まとまりのユニット部品を生産し，検査するよう形成されねばならない，d）自動組立てシステ
ムでの作業内容は，原材料供給と並び，異常処理，手直し作業，保守そして品質検査の任務も含
まねぽならない。
　5）　集団労働は，複数の労働者が協力して，ある共通の作業職務に従事し，集団内部の職務割
当て，作業内容など行為・処理・意思決定自律性が拡大された作業集団である。集団労働では，
この導入と変更について，使用者と経営評議会との間で経営協定が締結されねぽならない。その
際，作業組織内部の職務分割の可能性，職務群システムの報酬等級への格付け，集団ノルマ，
要員水準（集団規模），過剰もしくは過少要員に対する規制などが規制の対象とされなけれぽなら
ない。
　6）労働と技術の形成に関する参加権について，
　a）　エ場の新・増設および改造計画以前に，さらには装置，作業方法，職場，作業組織の導入
ないし変更以前に，経営評議会ないし労使同権委員会（die　parittitische　K・mmissi・n）は，適時
（rechtzeitig）包括的に，書面による情報の提供を受けねぽならない。また経営評議会は，使用者
に対して労働と技術の形成および労働生態学・健康保護の問題を扱う計画化集団（Planungsgrup・
pen）の設置を申請しうる。このメン・ミーは経営評議会が指名することができ，最低限1名の経
㈱　IG　Meta11，　Tarifreform，　S．56f．
㈲　IG　Metall・Tarifreform・S・　58・
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営評議会と職場委員が参加していなければならない。この集団が提案した施策について，使用者
は，経営評議会，当該労働者，計画化集団と協議せねば．ならない。また使用老は，1年に1度
「健康報告書（Gesundheitsberichte）」を公表し，経営評議会と協議するとともに，合わせ「環境
報告書（Umweltberichte）」の作成・公表により詳細な環境負荷，環境に優しい製品開発・導入の
ための施策などの包括的な情報を提供せねぽならない。
　b）　使用者は，計画されている技術的・組織的施策に関して，仕事における事故・健康・環境
危険，さらにそのため講ぜられる労働保護・事故防止規定について，当該労働者に対して適時，
包括的な情報を提供する義務を負う。また労働協約の諸規定に違反して労働条件が形成されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲る場合，当該労働老は苦情申し立て権があり，労使同権委員会で処理される。
　以上の検討を通して確認されうるように，r協約改革』は，「労働と技術の社会的・生態学的に
相応しい形成」を目指して，包括的協約規制をはかる政策目標を明示したものである。これはい
まだ組合内部での討議資料の性格を出ず，　「詳細な要求構想あるいは最終的規制提案」として提
出されたものでもない。すなわち，「我々は，自己の要求をこの1・2年のうちに交渉し，貫徹す
るために，討議を開始せねぽならない。挙げられた行為分野の新しい協約規制の貫徹は，週35時
間労働闘争に匹敵する意義を持っている。我々は，企業家および使用者団体の激しい抵抗に準備
しなけれぽならない。けれども，ICメタルの組合員は，この点を良く承知しており，過去彼等
のコミットメントは強化されてきた。我々は，包括的協約政策改革プロジェクトを開始している。
我々が討議を，より集中的に，しかも早期に行えば行うほど，要求貫徹チャンスはより改善され
鮒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、ノ　　　　　　　　　　　　’
る。」
　このICメタルの『協約改革』は，現在ドイツにおいて大きな反響を呼び起こしている。とり
わけ使用者団体は，これに激しく反発している。例えば，ドイツ使用者団体総連合（der　Bundes－
vereinigu㎎der　Deutschen　Arbeitsgeberverbande）の事業所人事政策部門の部長のカドーア
（Fritz－Jifrgen　Kador）は，1）GBの『形成政策』以上にIGメタルのr協約改革』が「時代錯誤」
であるとして，相互に結びついた要求のながで経営評議会の拡大された共同決定権および労働者
と労組職場委員の新たな参加権を可能にする労働協約規制の全面的ネットワークが目指されてい
ることを明らかにし，労働と技術の分野に関わる事項を協約対象とすべき必然性は全くないのに，
あたかもこれが「ごね得できる（abtrozen）」か1のような印象を呼び起こしていると激しく非難し
ている。カドーアによれば，rlGメタルの構想は，技術，労働職業資格，能率そして報酬支払
いの分野における企業家意思決定のすべての重要な地位を占拠し，経営評議会ないし労働組合の
同意なしには何ごとも進まないようにさせることを目的としている」のであり，「労働組合は，
怪しげな要求目録のなかで，今日でも将来でも達成されることのない労組所管事項の拡大を要求
するよりは，この間労働と技術の分野で獲得されてきた，また承認されている自己の権限を，こ
の分野で生じている課題の労使双方での協力的解決を目指し用いるべきではないだろうか」と主
鮒　IG　Metall，　Tarifreform，　S．　59ff．
㈹　IG　Metall，　Tarifreform，　S．6．
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　　　　　　　　あ張しているのである。
　しかし，確かに1Gメタルのr協約政策』の協約規制要求の実現は，極めて困難な交渉を予想
させ，その展開を予測することは現在困難であるものの，しかし1980年代の「週35時間」要求闘
争のなかで示された闘争力を顧慮するとき，今後90年代の協約改定交渉の進展・展開が注意深く
見守られねぽならないようにも思われる。
お　わ　り　に
　以上本稿は，ドイツにおける「労働の人間化」の動向を，まず第1に連邦政府の公共政策の展
開をHdA計画からAuT計画への転換の新しい動向を概観するとともに，とりおけドイツ自動車
産業を中心として展開されているフレキシブル合理化を，とくに集団労働の展開を中心に考察し，
そしてこうしたフレキシブル合理化の攻勢に対して，ドイツの労働運動はいかなる対応をしてい
るのかを，DGBの技術政策の展開とIGメタルの協約改革をめく・る動向を中心としてこれに検討
を加えたのであった。
　その結果まず第1に，HdA計画からAuT計画への転換はドイツにおける連邦政府の「労働の
人間化」政策の大きな政策上の変化であり，ここに我々はドイツにおける「労働の人間化」をめ
ぐる政策的努力は大きく後退を余儀なくされたものと解することができること，第2にそれに反
して，市場圧力の下でフレキシブル合理化の展開過程で1970年代に世界的に注目を集めた「新し
い作業組織」は，フレキシブル自動化技術の事業所内への導入と経営側の「目本的生産システム」
への関心の高まりのながで大規模に展開されつつあり，これが自動車労働を大きく変容させる可
能性が注目されている。けれども，我々のGM・オペルのボーフム工場での事例の検討では，ド
イツでは経営評議会の規制力の下では単純な「日本化戦略」としては展開されておらず，経営評
議会はこうした合理化の負の影響をコントロールしながらこれを労働の人間化に結び付けようと
努力していることが注目される。第3に，こうした経営合理化の攻勢においてドイツの労働運動
はテイラー主義・フォード主義を克服する一定のチャンスを認め，これに伴うリスクを回避しな
がら「労働と技術の社会的・生態学的形成」を目指し’］（いること，とりわけIGメタルはその際，
事業所レベルでの包括的な協約規制を通してこれまでの「経営権体制」の下で規制の対象外に置
かれてきた分野をきめ細かい最低要件の規定を通して労働力の利用条件ないし質的労働条件に影
響力を行使しようと努めていることを確認してきた。しかし，私見によれば，ドイツ産業におけ
るフレキシブル合理化戦略は，高まる市場圧力の下でその産業の国際競争力の維持・強化をかけ
て展開されているものだけに，経営側の譲歩余地は限られており，1990年代にドイツの労働運動
が自己の要求をどこまで貫徹しうるのか，今後の展開がなお注目される。
㈲　Fritz－JUrgen　Kador，　Gewrkschaftliche　Allzustandigkeit　gef註hrdet　die　Innovation－sproze・
　sse，　ノlrbeitgeber，　13／14－43，　1991，　S．53－8．
㈲　Fritz－」廿rgen　Kador，　Ibid．538．
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